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研究ノート
教員の資質能力向上策に関する最近の動向について
る。法制面・運用面から、また現場における
実態からも、その変化に今後の動向が注目さ
れる。
　なお、中央教育審議会の教員養成部会は答
申「これからの学校教育を担う教員の資質能
力の向上について」をとりまとめるため、案
を公表し提出期限平成27年11月14日必着とし
て意見募集を始めている。本稿の検証は「学
び続ける教員」に限定した部分的なものであ
る。今後、この答申の内容も踏まえ、更に「チー
ム学校」等、他の側面からの考察も重ね、新
しい時代の資質能力向上策の方向性を明らか
にしていきたい
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